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要約 
　環境意識の高まりの中で地方自治体は地域の共生ならびに企業に対する産業政策としてサーキュラー
エコノミー（CE: Circular Economy）に取り組み始めている。持続可能な発展を進める唯一の方法は「製
造・使用・廃棄」という「線形」モデルから「循環経済」に切り替えることであるという認識が高まっ
ている。CE は材料とエネルギーの循環に基いており、従来の「製造・使用・廃棄」の代替となるであろう。
CE は再生可能エネルギーの源と新しい製造方法の使用を奨励して、製造における廃棄物を棄却するこ
とを排除し、使用済みとなった材料をもとの流れに戻す。
　公共政策の面からは国や自治体は企業の活力を支援することで CE を推進させることができる。企業
にとっては社会的なトレンドの中で CE を利用してポジションニングを向上させることができるだけで
なく大きなビジネスチャンスとなる。
　先行研究では必ずしも CE のシステムが明確にされているとは必ずしもいえいない。本研究は、CE
を実施する上で、社会・政治・法、環境、経済、技術といった観点から、CE の障壁と機会を明確にする。
その中で CE を推進させる行政（国や自治体）の位置づけについて検討を行う。さらに企業ができるこ
とについても明確にすることを目的としている。
　本研究で紹介する CE に関する分析視点の議論は先行研究、とくに Kumar et al.（2019）に依拠する
ところが大きいが可能な限りの修正を加えている。
　埼玉県の事例については、現状調査（2022 年秋実施）として質問票が埼玉県内の中小企業に配布され、
2023 年度の予算に反映されている。政策立案のバックデータとしての調査のため、次年度以降の政策
等への示唆や詳細の分析については今後の課題としたい。
　本研究は、以下のように構成されている。第 1 章では CE の必要性と現状紹介を、第 2 章では、CE
の定義について要約を提示している。続いて、第 3 章では CE 実施レベル、第 4 章では CE の「障壁」
と「機会」を提示する。第５章では最近の動向について紹介する。第６章では埼玉県が行った調査と結
果について紹介する。考察は第７章に提示され、第８章は本研究の結論をまとめ、限界、意味、および
将来の研究の方向を示すことによって本研究を締めくくる。
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１．はじめに 
　サーキュラーエコノミー「循環経済」（CE：Circular Economy）は、リニア（直線）型の経済システ
ムに代わる新たな概念である。従来は「Take（資源を採掘）」「Make（製造）」「Waste（廃棄）」とい
う大量生産・大量消費・大量廃棄を前提とし、経済発展には環境負荷が付きものであり気候危機や生物
多様性の喪失など様々な負の外部性をもたらしてきた。
　CE では、廃棄物や汚染など負の外部性が発生しない製品・サービスの設計を行い、経済システム
に投入した原材料や製品はその価値をできる限り高く保ったまま循環させ続けることで自然を再生し、
人々の心地や環境を確保して、環境負荷と経済成長をデカップリング（分離）することを目指している。
CE を実現するには、最低限の資源で製品を作り、メンテナンスや修理を繰り返しながら何度も使う、
廃棄物を極限まで抑えるなど、サークルの中を回り続ける生産と利用のサイクルを構築しようとするも
のである。CE が注目されるようになった背景は、従来のリニアエコノミーから脱却することで、様々
な問題（人口増による資源の枯渇、環境問題、リサイクルの課題）が改善されることが明らかになって
きたことによる。
　これまでの経済は、地球から資源やエネルギーを得て製品を作り、使い終わったら廃棄する一方通行
のリニアエコノミー（直線型経済）と呼ばれるものであった。産業革命以降、リニアエコノミーによっ
て私たちは便利で豊かな生活を手に入れたが、地球環境への負担は大きく、環境問題や資源の枯渇など、
さまざまな面で問題が発生してきた。
　世界の人口は、産業革命が始まった 1760 年以降、第二次産業革命の 1900 年ごろに増加し始め、そし
て第二次世界大戦後の復興期である 1950 年から 2000 年にかけて急激に増えている。この時期から大量
生産・大量消費の経済システムが定着し多くの資源を使用するようになった。
　国連（UN）によると、2050 年には世界人口は 98 億人になると推計されている。また、OECD の調
査『2060 年までの世界物質資源アウトルック（Global Material Resources Outlook to 2060）』（OECD, 
2018）によると、2060 年までに一人あたり所得平均が現在の OECD 諸国の水準（4 万米ドル）に近づき、
世界全体の資源利用量は 2 倍（167 ギガトン）に増加すると推計されている。
　人口が増え、一人あたりの所得も増えるには生活を維持するのに必要な資源の量も増加する。WWF

（世界自然保護基金）の報告書『地球一個分の暮らしの指標』（WWF, 2015）によると現在の人口規模
の生活を支えるには地球 1.5 個が必要だと言われている。
　また、大量生産・大量消費・大量廃棄を前提とする現在の経済システムは気候危機や資源枯渇、生物
多様性の喪失、プラスチック汚染、貧困、格差など様々な負の外部性を多くもたらす。　　　
　なかでも、プラスチックゴミによる環境汚染が深刻である。適切に処理されなかった場合（ポイ捨て
など）、河川を流れ最終的に海にたどり着き、海洋ゴミとなる。海洋ゴミは、海の生き物の誤食やサン
ゴ礁の病気など、海洋生態系に多大な影響をもたらす。現状のペースで海にゴミが流出し続けた場合、
2050 年には魚の量を上回るプラスチックゴミが海に蓄積すると予測されている。
　これらの状況を解決し、地球の限界容量（Planetary boundaries）の範囲内で、社会的な公正を担保
して永続するための仕組みとして、従来の経済システムからの脱却を目指す CE の考え方が注目されて
いる。
　世界の環境課題に対する大きな３つのトレンドとして、①地球の温暖化を抑制するための CO2 削減

（Carbon Offset）、②持続可能な社会を目指す SDGs、そして③サーキュラーエコノミーが包括した総括
的な対応といういうこともできる。
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２．概念の発展と定義
　CE は経済発展の新概念と見なされているが、そのルーツは 1960 年代にさかのぼる。まず、1965 年
に Kenneth Boulding （1965） は、地球で一定の繁栄を維持するには、周期的な生態系が必要であると
示唆した。その後、①産業生態学（IE: Industrial Ecology）と②製品寿命（Product Life）の延長とい
う 2 つの概念が出てきた。視覚化するために、IE は、物質とエネルギーの流れを考慮に入れた概念と
して提示された。残留廃棄物や副産物をリサイクルすることで産業が自然と共生して持続可能な発展を
実現できる。IE はバージン資源の使用を最小限に抑え、さらにクリーンな生産技術を促進する。一方、
製品寿命の延長とは、廃棄物の発生を先送りして、持続可能な生産と消費の技術を組み込むことを指す

（Andersen, 2007, Gregson et al., 2015）。これらのアイデアと概念は、CE という用語の出現への道を開
いた。 
　1990 年代後半、2 人の英国の環境経済学者 Pearce と Turner（1990）は、彼らの著書「自然資源と
環境の経済学（Economics of natural resources and the environment）」で初めて CE という用語を
提示した。彼らは伝統的な線形経済は材料とエネルギーの回収には寄与せず、環境を廃棄物貯留場所
に変えることを示唆した。彼らは、物質とエネルギーは循環系でのみ維持できると指摘した。彼らは

「閉ループシステム」による物質とエネルギーの循環流を提案し、その概念を CE と名付けました（Su 
et al., 2013）。さらに Rizos（2015）は CE を「天然資源の回復能力（restorative capacity of natural 
resources）」（Bastein et al., 2013）を持つものとして、廃棄物を最小限に抑え、再生可能エネルギー源
を利用し、有害物質の使用を段階的に廃止することを目的とした「産業経済（Industrial Economics）」
として注目している（Butterworth et al., 2013）。
　長年にわたり CE の定義が数多く提案されてきた。CE は、原材料とエネルギーの循環フローに基づ
いており、従来の線形的な「資源 - 製造 - 廃棄」モデルを「資源 - 製品 - 再生」という資源循環モデルに
変換する（Li et al., 2010）。このようにして、CE は、発生する未使用の資源、廃棄物、汚染の消費を削
減し、資源の回復と効率への道を開くことを目指している（Hu et al., 2011）。このように CE は経済の
持続可能性と継続的な発展を確保することを目的としている（Yuan, Bi, & Moriguichi, 2006）。
　最近、Kirchherr, Reike, & Hekkert （2017）は、114 もの CE 定義を検討した後、CE を「生産 / 流通
と消費プロセスでの材料の削減、代替再利用、リサイクル、回収で「寿命の終わり」の概念を置き換え
るビジネスモデルに基づく経済システムであり、ミクロ（製品、企業、消費者）、メソ（エコ工業団地）
およびマクロ（都市、 地域、国、そのほか）レベルで、現在と将来の世代の利益のため、環境の質、経
済的繁栄、社会的平等を生み出すことを意味する持続可能な開発を達成する。」と定義している。  
　CE が世界に周知するようになったのは「エレン・マッカーサー財団（EMF: Ellen MacArthur 
Foundation）」による WEF（World Economic Forum）を通じた働きかけが影響している。
　サーキュラーエコノミーへ移行するには「３つの原則」に従う必要があるとした（EMF, 2013a）。日
本では経済産業省（2022）で引用されている。
　⑴　廃棄物・汚染などを出さない設計（Design out waste and pollution）： 
　　　温室効果ガス（GHG）排出、有害物質、水・大気の汚染や交通渋滞など経済活動による人の 健

康や自然環境への負荷を低減する
　⑵　製品や資源を使い続ける（Keep products and materials in use）： 
　　　設計によって製品・部品・素材の耐久性、リユース、再製造やリサイクルを進め、 経済の中で循

環させる他、バイオ由来素材については経済システムと自然システム間を行き来させる
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　⑶　自然のシステムを再生する（Regenerate natural systems）： 
　　　再生可能エネルギーの活用や土壌への養分還元など、非再生資源の使用を 避け、再生可能資源

を活用する
　この３原則を実現する方法として、エレン・マッカーサー財団では循環の仕方を図式化したバタフラ
イ・ダイアグラムを提唱している。詳細については、第５章（最近の動向）で紹介する。

著者 CE についての定義

Pearce, ＆
Turner(1990)

伝統的な線形経済は材料とエネルギーの回収には寄与せず、環境を廃棄物貯留場所に変えること

を示唆した。物質とエネルギーは循環系でのみ維持できる。閉ループシステムを提唱した。

Zhijun, F., & 
Nailing, Y. (2007)

天然素材の生態学的循環に基づく経済発展のモードであり、経済発展を達成するためには、生態

学的法の遵守と天然資源の健全な利用が必要である。

Geng, Y., & 
Doberstein, B. 
(2008).

「天然資源→変換」のプロセスを通じて、他の産業の資源として使用される製造製品→製造副産

物へのフィードバックプロセスを備えた経済活動の組織化を促進する。

Li et al. (2010)
経済を資源および環境要因と統合する経済成長および開発システムが、効率的な資源使用と廃棄

物の流れのフィードバックのメカニズムを組み込んだ「資源-生産-再生資源」の物質代謝モードに

基づいていることを広く受け入れている。

Hu et al. (2011) 物質とエネルギーの流れに基づいて経済システムを構築することを提唱し、線形スループットの

流れを物質とエネルギーの丸い流れに変更する。

EMF. 
(2013a) 廃棄物・汚染などを出さない設計、製品や資源を使い続ける、自然のシステムを再生する。

Giurco, et al. (2014) 抽出から使用、埋め立て処分までの線形フローとは対照的に、経済における資源の循環フローを

目指している。

Benton, Hazell, & 
Hill (2015). 

経済に流入する資源が無駄になったり、価値を失ったりすることが許されないものです。代わり

に、この経済はそれらの資源を回収し、可能な限り長く生産的に使用し続ける。

European 
Commission (2015)

製品と材料の価値は可能な限り長く維持される。廃棄物と資源の使用は最小限に抑えられ製品が

寿命に達したとき資源は経済内に保持され、さらに価値を生み出すため何度も使用される。

Ciani, Gambardella, 
& Pociovalisteanu, 
(2016)

「自己再生」のために設計された経済性である。バイオベースの材料は生物圏に落ちることを意

図しており、「技術的な」原材料は最小限の損失品質を提供するフロー内で動作するように設計

されている。

Sauvé, Bernard, & 
Sloan (2016) 

繁栄を資源消費から切り離す、つまり、どのようにして商品やサービスを消費しながら、未使用

の資源の抽出に依存しないようにし、埋め立て地での消費された商品の最終的な処分を防ぐ閉ル

ープを確保することを目的としている。

Stahel (2016) 現在の主に直線的な消費システムを循環型システムに変換し、必要な材料の節約で経済的持続可

能性を達成する革新的な方法を提案する経済戦略である。

Murray, Skene, & 
Haynes (2017) 持続可能な方法で経済活動と環境福祉の統合を概念化する試みを表している。

Nasir et al. (2017) 資源が可能な限り長く使用され続け, そこから最大の価値が引き出される経済パラダイムである。

Spring & Araujo 
(2017) 

組み立て、使用、分解、再利用のサイクルを通じて廃棄物を排除するように設計されており、廃

棄やリサイクルに関してシステムからの漏れはほとんどない。

Winans, Kendall, & 
Deng (2017)

中心的なテーマは、汚染を減らしたり、資源の制約を回避したり、経済成長を維持しながら、天

然資源の使用を可能にすることを目的とした、閉ループシステム内の材料の評価である。

Kirchherr, Reike, & 
Hekkert (2017)

生産/流通と消費プロセスでの材料の削減, 代替再利用, リサイクル, 回収で「寿命の終わり」の概念

を置き換えるビジネスモデルに基づく経済システムであり, ミクロ(製品.企業,消費者), メソ(エコ工

業団地)およびマクロ(都市, 地域, 国, そのほか)レベルで、現在と将来の世代の利益のため、環境の

質, 経済的繁栄、社会的平等を生み出すことを意味する持続可能な開発を達成する。

出所：Kumar et al.(2019)の Table １を参考に筆者が加筆と修正をした。

表１：幾つかの定義
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３．実施内容
　CEの実施にはいくつかの実用的な側面がある。「環境」に関してさまざまな利益をもたらす（McKinsey 
& Company, Inc., 2017）と同時に、それに伴う健全な「経済」面で効果 （Yuan, Bi & Moriguichi, 
2006）をもたらす。
　CE の実施において Yun Bi & Moriguichi （2006）と Zhijun & Nailing （2007）は、水平的には産業、
都市インフラ、文化環境、社会的消費システムが含まれ、垂直的には企業（ミクロ）、工業団地 （メソ）、
および都市と地域 （マクロ）レベルで構成されていることを述べている。
　CE を正常に実施できるようにするには、循環プロセスをミクロレベル（企業）から開始する必要が
ある。次にマクロレベルを組み込み、各レベルが次のレベルの基礎を形成し、持続可能な経済発展と成
長を可能としてマクロレベルの実施で循環プロセスを終了する。ミクロレベルでは、企業はより「クリー
ンな生産（CP: Crean Production）」とエコデザイン（Eco-design）を採用することが促進される。CP は、
汚染がどのように発生するかを研究するものであり、生産プロセス全体での資源の効率的な使用の重要
性を指す（Su et al., 2013）。
　一方、エコデザインは、最終製品の生産と形成の設計段階で、環境とその保護に対する意識を高める
ことを目的としている。発生する汚染を最小限に抑えるために、企業がより効率的で持続可能で統合さ
れた生産プロセスを構築することをサポートする（Negny et al., 2012）。CP とエコデザインの恩恵を
受けることで、企業は材料とエネルギーの循環的な流れからなる生態学的な産業循環を形成する。した
がって、資源効率を高めながら、汚染、廃棄物、有毒物質の排出を制限することができる（Zhijun & 
Nailing, 2007）。
　さらに、環境ラベリングの適用も提供すべきであり、環境効果に応じて良いものから悪いものまで分
類する必要がある。この分類により、時代遅れの技術を特定して排除し、資源消費と汚染の発生を減
らすことが容易になる。企業をより環境に優しい活動を行うものにするには重要な手順となる（Yuan, 
Bi, & Moriguichi, 2006）。なお、環境保護のレベルに応じて企業を監視する地元の組織を必要とする。 
　CE は、材料とエネルギーの循環型フローを提供し、資源のより高い利用を重要視する。これを実行
するには、企業の行動方針を規定する 3R（リデュース・リユース・リサイクル）の原則を提供する。
CE は、このように企業レベルから、工業団地および地域レベルに移行することにより、企業、産業、
社会に好ましい循環を形成させることができる。

４．障壁と機会
　これまでの議論から、CE の活動は多くの利点をもたらす機会であるが、その理論と実施実績の間に
はまだ大きなギャップがある。また、CEの導入に着手している企業や導入を意図している企業も多いが、
CE の導入プロセスにおいていくつかの障壁に直面し、その影響を軽減するのに苦労している。
　多くの企業は、CE がもたらす潜在的な機会をよく認識しておらず（EMF, 2013ab）、CE の障壁と機
会利点を特定しようとする研究もある（e.g. Geng and Doberstein, 2008; Bastein et al., 2013; Rizos et 
al. 2015; Rizos et al., 2016; Wijkman & Skånberg, 2017; Govindan & Hasanagic, 2018）。CE の既存の
障壁と潜在的な機会を提示する文献は不十分であるが企業が CE を推進するのに役立つ（Masi et al., 
2018）。これらの論文は、社会、政治、経済、環境そして技術の観点から企業における CE の障壁と機
会を特定することにより、このギャップを埋めることを目的としている（Winans, Kendall, & Deng, 
2017; Benton, Hazell, & Hill, 2015; Li & Yu, 2011）。
　天然資源の再利用によって環境を保護することを目的としている。言い換えれば、CE は概念の基盤
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として経済の発展を支援する一方で、環境に配慮し、その持続可能性に貢献する。CE を行うために、
より高度な技術を導入し、機器と機械を改善し、産業の構造を整理し、管理を強化し、それに応じて持
続可能なエコ産業システムを策定する。
　このように CE を実行していく中で潜在的な障害と機会が存在する。企業や政策立案者の間で CE の
実施の成功による利点を発揮させるには潜在的な①障壁、②機会を特定して認識しておく必要がある。
CE に関して、社会、政治、環境、経済、技術という５つの視点から考慮してみよう。
　表２と表３は、文献から特定された主要な障壁と機会をまとめている。以下に、CE が生み出す潜在
的な障壁と機会について説明する。

４．１　障壁
　CE は多くの機会を提供するが障壁も多い。
　CE に対する一般の人々の意識のレベルは非常に低い（Su et al., 2013; Naustdalslid, 2014; Benton et 
al., 2015）。近年、世界中の政府や自治体、そして企業が CE 活動を開始している。CE という用語とそ
の原則についての認識はまだ不足している（Benton et al., 2015）。さまざまなチャネルを介して広範な
啓蒙教育を提供する必要がある。これは、テレビ、雑誌、新聞、看板の広告を通じて達成される可能
性がある。公的な政策によって CE の認知機会を提示し、一般の関与として社会の参加を奨励するため
の新しいビジネスモデルなどの開発は、CE の成功の鍵である（Geng & Doberstein, 2008）。人的資源
および制度的能力はまだ貧弱であり、公的な教育の利用可能性を制限している。CE の知識を備える人
材不足のため、公的機関や政府は CE を社会に宣伝するのに十分な成功を収めていない（Benton et al., 
2015; Li & Yu, 2011）。
　市場調査によると、消費者の多くは購入時に製品の外観に関心がある。彼らは持続可能性と環境への
影響に注意を払わず、スクラップから製造されたものではなく、見栄えの良いものを好む（Pomponi & 
Moncaster, 2017; Naustdalslid, 2014）。再生する製品の需要が減少し、顧客の受け入れが低いため、CE
推進の維持の障害となる。さらに、循環ループを継続的に維持するには、古い製品や部品を再生する製
造作業に利用できるように、回収品が定期的に流れる必要がある。これには、企業は顧客と契約を結び、
古くなった製品の使用を制限し、回収品の流れを確実にしようとする。しかし、多くの人が契約を超え
て製品を使用したいと考えており、古い製品の交換に消極的である（Park et al., 2010）。これらの状況は、
材料の円滑な流れを阻害し、廃棄物が未処理のままで残され CE 活動を妨げる。
　一方、政府の政策は、企業が将来のステップを形作る上で重要な役割を果たす。ほとんどの地域で
は、断片化されているが規制システムがある。政府と地方自治体の責任は、CE の実施について明確に
することである。この複雑な構造は、地方自治体の説明責任の欠如をもたらし、不十分な法制度の創設
につながることが、多くの研究で支持されている（Benton et al., 2015; Geng & Doberstein, 2008; Li & 
Yu, 2011; Naustdalslid, 2014;, 2017）。すなわち、CE に関する必要な体系的な法律や規制を作成するこ
とはできない。細分化されたシステムによる法律の執行能力の低さ、およびそれに応じて政策支援の欠
如により、企業が CE を適用することが困難になっている。その結果、企業はリスクを冒すよりも既存
の戦略を優先し、CE の普及を制限することになる。その上、多くの政府は CE 慣行の高度な理解を欠
いている（Geng & Doberstein, 2008; Benton et al., 2015; Naustdalslid, 2014）。CE の利点を十分に認識
していないため、主導権を握り、企業を導き、適切な法律を制定することができない。これに対応して、
明確なビジョン、目標、目的、ターゲット、および指標を指定することはできない（Pan et al., 2015）。
CE に関する政策立案者の知識欠如は、パフォーマンス評価、データ収集、計算、提出および処罰のた
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めの標準システムの策定をさらに妨げている（Su et al., 2013）。さらに、政府や自治体による税金と処
理料は障壁として機能する。現在の税法は、世界のほとんどの地域で CE の実施を促進しておらず、代
わりに、その財政的負担のために企業に負担を負わせている（Geng & Doberstein, 2008; Benton et al., 
2015; Naustdalslid, 2014）。
　製造業には CE に対する多くの経済的障壁がある。CE はコストのかかるプロセスであり、先行投資
が必要である（Liu & Bai, 2014）。この投資回収は短期間で実現できず、代わりに、長期的な経済的利
益を持っている。経営者には任期があり、任期中の業績を評価されるため CE 活動への投資を躊躇し、

表２：CE への障壁表２：CE への障壁

C
E
へ
の
障
壁

社会・政治 環境 経済 技術

CE に対する国民の意識の低さ

(Yap, 2005; Geng et al. 2009；
Xue et al., 2010; Geng et al., 
2012; Su et al., 2013; 
Naustdalslid, 2014; Benton et al., 
2015；Winans et al., 2017)

政府機関と学術機関での

環境管理プログラムと施

設の利用可能性の欠如
(Su et al., 2013; Geng & 
Doberstein, 2008; Yap, 2005)

長期的な経済的利益をも

たらすかなりの先行投資

の必要性

(Liu & Bai, 2014)

埋め立てや焼却活動を

行っている地域の多く

は、適切な技術の欠如

(Pringle et al., 2016)

CE の原則の理解の欠如

(Benton et al., 2015)
より環境に優しい活動を

促進し、水、エネルギ

ー、材料を節約するため

の利用可能なインセンテ

ィブの欠如
(Geng et al., 2009; Su et al.  ,
2013)

財政支援メカニズムと税

制上の優遇措置の欠如

(Geng & Doberstein,
2008; Liu & Bai, 2014)

先端技術への投資の必

要性
(Su et al., 2013)

CE に関する専門家の不足

(Yap, 2005; Xue et al., 2010; ; Li 
& Yu, 2011; Su et al., 2013；
Benton et al., 2015)

廃棄物回収業業者と分解

業者は新しい分野を創造

する能力を欠いている

(Geng & Doberstien、2008)

サプライチェーンにおけ

る適切なパートナーの欠

如
(Benton et al., 2015; 
Pomponi & Moncaster, 
2017)

一般からの再生製品の需要と

受け入れが低い
(Naustdalslid, 2014; Singh & 
Ordoñez, 2016; Zhu & Tian, 
2016; Pomponi & Moncaster, 
2017)

廃棄物資源管理システム

は一般的にローテクであ

り、回収された材料の最

大利用を制限する

(Li & Yu，2011)

エコ産業チェーンの確立

にかかる高コスト

(Liu & Bai，2014)

使用済み製品の交換に消極的

(Park et al., 2010)
インフォーマルセクター

のリサイクルプロセス
(Velis, 2015; Singh & 
Ordoñez, 2016; Winans et 
al., 2017)

地方自治体の説明責任の低さ

と不十分な法制度
(Geng & Doberstien, 2008; Li & 
Yu, 2011; Matthews et al., 2011; 
Su et al., 2013; Naustdalslid, 
2014; Benton et al., 2015; Winans 
et al., 2017)

先端技術と施設・設備の

更新のための顕著な投資

の必要性
(Su et al., 2013)

パフォーマンス評価、データ

収集、計算、提出および罰則

についての標準システムの欠

如
(Su et al., 2013)

再利用材料スクラップの

コストが高いので安価な

バージン材料を使用す

る
(Wübbeke & Heroth, 2014; 
Pomponi & Moncaster, 
2017)

CE 実行への高度な理解が政府

に欠如
(Geng & Doberstien, 2008; 
Naustdalslid, 2014; Benton et al., 
2015)

出所：Kumar et al.(2019)の Table ３を参考に筆者が技術を追加修正した。
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他の事業運営への投資を選択する（Liu & Bai, 2014; Benton et al., 2015;, 2010）。銀行や政府からの予
算システムに組み込まれた財政支援メカニズムと税制上の優遇措置の欠如により、企業は CE の実施
を好むにもかかわらず、CE の実施をさらに回避している（Geng & Doberstein, 2008; Liu & Bai, 2014;, 
2013）。これは費用のかかるプロセスであり、大企業を除いて、財政的に対処することはできない。既
存の線形経済モデルをクローズドループに変換するには、政府の支援が不可欠であり、CE の実施に便
利な環境を作り出すことは政府の責任である。CE はまた、材料の定期的な流れを持ち、顧客を満足さ
せるために、協調的なビジネスモデルを必要とする。しかし、信頼できる情報が不足しているため（Su 
et al., 2013; Pomponi & Moncaster, 2017; Pan et al., 2015）とエコ産業チェーンの確立コストが高い（Liu 
& Bai, 2014）ため、企業は自らを調整するためのより迅速なフィードバックメカニズムを策定するこ
とはできない。 企業は収益性を低下させる不適切な行動を取ってしまう。 さらに、CE 内に具体化さ
れている高いコストと不確実性は、企業の財務状況に影響を与える可能性がある。これらの不確実性に
より、企業は将来の持続可能性と収益性に関する疑問を抱き、再製造プロセスを回避する。
　CE はまた、政府機関と学術機関の両方で利用可能な十分な環境管理プログラムと施設がないた
め、いくつかの環境障壁に直面しているが、既存のものはかなり機能不全となっている（Govindan, & 
Hasanagic, 2018; Geng & Doberstein, 2008）。より環境に優しい活動を促進し、水、エネルギー、材料
を節約するために利用可能なインセンティブは、望ましいレベルまで測定することはできない（Geng 

表３：CE の機会表３：CE の機会

C
E
の
機
会

社会・政治 環境 経済 技術

CE は社会と産業の間の

コミュニケーションを強

化する

(Geng et al. 2012; EMF, 
2013b；Young, 2015)

環境にやさしいグリーン製

品は、エネルギーと天然資

源を節約し、汚染の発生を

減らす

(Zhu&Tian，2016)

持続可能なサプライチェー

ンと寿命管理によるコスト

の削減、投入価格の引き下

げ、環境ペナルティと廃棄

物の発生の最小化
(Park et al.. 2010; Geng et al. 
2012; EMF, 2013b)

環境科学と技術の発展、

クリーン生産などの新し

い概念の出現

(Geng & Doberstein 、
2008; Liu & Bai, 2014)

企業と顧客の間の連携
(EMF, 2013b)

環境に配慮した管理慣行

は、組織とサプライチェー

ンの回復力を提供する
(Park et al., 2010)

リサイクルと再製造のため

の新しい市場の開拓

(Young,2015; EMF, 2013a;
2013b; 2014)

地域社会への新たな雇用

機会の創出
(Park et al., 2010; Geng et 
al. 2012; EMF, 2013b; 
Yuan et al. 2006; European
Commission, 2017)

化学肥料と土壌改良剤の回

避
(Young, 2015; EMF, 
2013b; Commission, 2017 
Geng et al., 2012)

新しい市場と新しい収益チ

ャネルは、既存の企業の利

益を押し上げ、ライバルと

の間で競争上の優位性。
(Young, 2015; EMF, 2013b; 
Park et al., 2010; Geng et al., 
2012)

公衆衛生と環境意識の向

上

(Geng et al.  2012; Park et al. 
2010)

化石燃料の消費、温室効果

ガスおよび有毒物質の排出

の削減

(Young、 2015; EMF, 2013b;
European Commission, 2012;, 
2017)

地方自治体は、回収された

廃棄物をリサイクル事業者

に販売することで、収集し

た廃棄物の量から追加の利

益を得られる
(EMF, 2013b)

企業は規制に従った運営

ができる
(Park et al., 2010)

エコデザイン、エコラベル

などの新しい概念の出現

(Geng & Doberstein、2008; Liu 
& Bai, 2014) 

企業が顧客に関する洞察

情報を収集するのに役立

つすべてのセクターでの

レンタルモデルの推進
(EMF, 2013b)

出所：Kumar et al.(2019)の Table 2 を参考に筆者が技術を追加修正した。
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et al., 2009;, 2013）。
　多くの企業は、古いテクノロジーの機械や設備を、自分たちでより高度なテクノロジーの機械や設備
に置き換えるのに十分な財政力がないため、使用している。したがって、エネルギー消費と汚染発生
のレベルは、環境廃棄物を処理する機械設備ではるかに高くなってしまう（Geng & Doberstein, 2008; 
Naustdalslid, 2014）。埋め立てと焼却活動には十分な技術が欠けている（Gregson et al., 2015）。結果と
して、これらの活動は莫大な環境損失を引き起こし、元に戻すことはできない。さらに、再生回収業者
および分解業者は、新しい分野を創出する能力を欠いている（Geng & Doberstein, 2008）。多くの政府
は、廃棄物回収を促進するための適切な補助金や減税を提供していない。最終的に、回収された材料の
量は、再製造事業における企業の需要を満たすことができず、バージン材料を使用するように導くこと
ができない。

４．２　機会
　CE は、さまざまな社会的および政治的機会を提供する。基本的には社会と産業の間のつながりを強
化する。
　ループを閉じることにより、一般市民や企業を含むサプライチェーン内のすべての参加者は、拡張さ
れたコラボレーションを行う必要がある（Geng et al., 2012; EMF, 2013b）。製品の寿命が尽きると、バ
リューチェーンは消費者に終わらないので、それを取り戻す必要がある。このポジショニングは、企業
と顧客の間のより良い調整をもたらす（EMF, 2013b）。これにより、企業は一般の人々のニーズと期待
をより適切に理解し、それに応じて製品を製造することができる。順番に企業は顧客を満足させ、他の
多くを引き付けることができる。
　さらに、CE の実施は、地域社会に多くの雇用機会を創出する可能性がある（Park et al., 2010; EMF, 
2013b; Yuan, Bi, & Moriguichi, 2006）。企業の発展は投資をもたらし、地元の人々に多くの雇用機会を
創出す。CE は、公衆衛生と環境意識の向上への道を開く（Geng et al., 2012）。人々は危険物に対する
意識を高め、より環境に優しく安全な製品を好むようになる。さらに、CE はすべてのセクターでレン
タルモデルを推進しており（EMF, 2013b）、企業が顧客に関する情報を収集し、顧客の要件に応じてよ
りカスタマイズされてパーソナライズされて製品をより安い価格で提供するのに役立つ。したがって、
社会的価値が高まり、生活の質が向上する。
　政治（法制度）からみると、CE は企業が規制に従って運営することを可能にする（Park et al., 
2010）。CE は、組織の正当性を生み出し、企業の環境意識を向上させるのに役立つ。したがって、彼
らは法律の要件に従い、社会的圧力を減らすことができる。CE は、企業がお金を節約し、収益性を高
めるのにも役立つ。持続可能なサプライチェーンと寿命末期管理を通じてコストを削減し、投入価格を
下げ、環境ペナルティと廃棄物の発生を最小限に抑えることができる（Park et al., 2010; EMF, 2013b）。
サプライチェーンの閉ループモデルの助けを借りて、企業は廃棄物を処分する代わりに販売し、追加の
利益を上げることができる。したがって、廃棄物は他の企業の原材料に向けることができ、材料費を削
減し、価格変動を排除することができる。
　さらに、CE はリサイクルと再製造のための新しい市場を開くことができる。これらの新しい市場
と新しい収益チャネルは、既存の企業の利益を押し上げ、ライバルの間で競争上の優位性を提供する

（EMF, 2013a;, 2013b;, 2014）。企業に加えて、地方自治体や公共はコストを削減することができる（EMF, 
2013b）。自治体は集めた廃棄物を、リサイクル事業者に販売することができる。自治体が廃棄物処理
に支払う費用が抑えられるため、CE の恩恵を受けることができる。その結果、社会と自治体は相互主
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義的な関係を築くことができる。
　環境に関わる科学と技術の発展により、自然を保護することを目的とした新しい概念、すなわち、エ
コデザイン、エコラベル、クリーンな生産、ライフサイクルアセスメントなどが出現した（Geng & 
Doberstein, 2008; Liu & Bai, 2014）。その結果、環境への悪影響が最小限に抑えられる環境にやさしい
グリーン製品が一般的になり、好まれるようになった。これらの製品は、エネルギーと天然資源を節約し、
汚染の発生を減らす（Zhu & Tian, 2016）。このような環境に配慮した管理の実行は、組織とサプライ
チェーンの回復力を提供し、新しい市場への浸透と事業運営の成長を容易にする（Park et al., 2010）。
CE はまた、廃棄物の利用を改善し、廃棄物の流れは、天然資源、水、エネルギー、鉱物の保護を可
能にする材料の入手可能性を向上させる。これに対応して、材料の生産性は修理とリサイクルによっ
て増加し、それらのライフサイクルは延長され、埋立地の必要性は減少する（Geng et al., 2012; EMF, 
2013b）。さらに、CE の実施によって、エネルギー、化学肥料、土壌改良剤の必要性が減少する。その
結果、化石燃料の消費、温室効果ガス、有毒物質の排出が削減される（EMF, 2013b;, 2014）。このことから、
気候変動の影響は CE の実践によって軽減することができる。

５．最近の動向　
５. １.　欧州での動向から世界の動きへ
⑴　EMF と World Economic Forum
　ヨットでの世界一周記録を達成したエレン・マッカーサー（Dame Ellen MacArther）が 2010 年に
設立した財団「Ellen MacArthur Foundation （EMF）」ではCEの考え方を浸透させる活動を行っている。
とくに、マッキンゼー（McKinsey and Company）の協力で作成した報告書（EMF, 2013a）は、世界
経済フォーラム（World Economic Forum：WEF）で取り上げられ、欧州での CE の活動が本格化さ
れる契機となった。
　EMF の報告書（2013a）では循環型社会への移行を加速させることをビジョンに掲げている。環境
問題と経済の関係について「企業の経済活動によって生まれる温室効果ガスは全体の 45% にのぼり、
CE に移行することで排出を抑えられる」としている。CE を進めることで資源効率のみならず、気候
変動の緩和につながるとの認識が共通の認識となり、すみやかな循環型社会への移行が求められるよう
になった。気象変動に対応するカーボンオフセットの目的と CE は別の活動ではなく同時並行で解消で
きるという認識が広まった。
　EMF 報告書の CE 概念図は「バタフライモデル」とも呼ばれている。蝶の２つの羽のように、左に植物・
動物の「生物的サイクル」、右に石油や石炭、鉱物といった地球資源の「技術的サイクル」を表し、内
側になればなるほど環境に負担なく循環を進められることを示している。

⑵　EU の政策
　EU の国々の多くの組織が CE 戦略を進めている。EU では、欧州委員会（European Commission）
が経済の持続可能性を確保するための措置を講じ始めている。委員会は、製品の環境性能を向上させ、
持続可能な生産技術を促進することを目的として、2008 年に持続可能な消費と生産、および持続可能
な産業政策（SCP / SIP）行動計画を明らかにした（European Commision, 2012）。その後、2010 年には、
持続可能なソリューション、経済開発の機会、社会的幸福を提供する「Cradle to cradle （C2C）ネット
ワーク」が設立された（McDonough & Braungart, 2002）。2015 年、欧州委員会は CE への変更を促進
するために「CE パッケージ」を作成した。これらは CE が EU の焦点となっていることを示している。
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　欧州では 2003 年の「ヨーロッパ熱波（2003 European heat wave）」で推定３万人の死亡者を出した
ことから気候変動への関心が高い。多くの死亡者を出した国々は、フランス（14,800 人）、ドイツ（7,000
人）、スペイン（4,200 人）、イタリア（4,000 人）、UK（2,045 人）、オランダ（1,400 人）、ポルトガル（1,300
人）、ベルギー（150 人）、である（IMSELM, 2003）。
　気候変動に対する CO2 削減（Carbon Offset）の活動と CE が明確に関連付けられた効果は大きく、
EU は加盟諸国で推進する政策（「サーキュラーエコノミーパッケージ」2015 年 12 月）を公表した。　　
　循環型社会を目指した上で、気候変動や環境問題の対処、雇用創出や経済成長、投資、社会的公正な
ども同時に促進するというもので、具体的な内容は、次の通り。
　①　拡大生産者責任の見直し（製品の透明性確保）
　②　エコデザイン（修理、再製造を容易にした設計）
　③　食品ロスの削減（食品残渣の寄付、賞味期限への正しい理解）
　④　プラスチックリサイクルの促進
　⑤　二次原材料の利用促進（市場ニーズに合わせた二次原材料の開発）
　「廃棄物法令」を改正した（2030 年までに達成）。EU 加盟国各自治体の廃棄物の 65％をリサイクル
を目標としており、 ①包装廃棄物の 75％をリサイクル、②全種類の埋め立て廃棄量を最大 10％削減で
ある。
　さらに「新サーキュラーエコノミーアクションプラン（循環型経済行動計画）」（2020 年３月）を発
表した。その要点は①サステナブル製品を EU の基準に、②消費者の権利強化、③重点７分野の強化で
ある。
①サステナブル製品を EU の基準にする（法的規制強化）
　長期使用、リユース、リペア、リサイクル可能な設計にする。リサイクル材の使用比率を向上。
②消費者の権利「修理する権利」（所有者が製品を修理・交換できる権利）が施行。
　設計段階からこれを可能な製品を作るよう義務付ける。長期間使用により、廃棄物を減らす。
　資源効率の高い製品分野にリードしてもらう。
③重点分野７項目を選定。
　１．電子機器と ICT：メンテナンス、修理、回収、再利用、リサイクルにより製品寿命を伸ばす。
　２．バッテリーと車：電気自動車用バッテリーを強化し、長期間使用が可能とし廃棄を減らす。
　３．包装：過剰包装と包装廃棄物の抑制、使用可能な素材を制限。安全ルールを徹底する。
　４．プラスチック：欧州プラスチック戦略（2018 年策定）に基づきリサイクルの条件を提案する。
　　有害な添加物の使用を制限して汚染物質排出をなくす。
　５．テキスタイル（繊維）: エコデザイン、再利用・修理サービスへのアクセスを改善し、2025 年ま

でに繊維製品の分別回収のガイダンスを作成。
　６．建築 : 資材のリサイクル検討、耐久性と改修性の改善、建造物のデジタル記録。
　７．食

　とくに、オランダ政府によって示された CE 推進計画は、EMF のバタフライモデルを基本原則とし
て、リニアエコノミーから、リユース（リサイクリング）を超えて、サーキュラーエコノミーの明確な
違いを目指している。3R は、リデュース（資源の使用と廃棄物の排出を減らす）、リユース（再利用）、
リサイクル（再利用）の３つの R から成り立つ考え方である。製品の最終地点が廃棄物であることか
らリニアエコノミーから発展させた考え方と言える。一方、CE は廃棄せずに使いまわすことを前提と
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している（オランダ政府サイト参照）。
　CE が目指すのは「アップサイクル」であり、従来であれば廃棄されるものに新しい価値を与える考
え方である。なお従来のリサイクルは、ダウンサイクルと言われ、作り直すことで環境負荷がかかった
り、低品質になったりすることに加え、その役割を終えると最終的には廃棄されてしまう。「シェアリ
ングエコノミー」は、個人が所有する資産（モノ、場所、スキルなど）を貸し出すシステムです。共有
経済とも呼ばれる。ＣＥに包含されるものと位置付けられる。

⑶　アクセンチュア
　アクセンチュア社は、「Waste to Wealth（無駄を富に変える）」の中で、サーキュラーエコノミー型
のビジネスモデルを下記の 5 つに分類している。
　①　循環型サプライ：再生可能な原材料利用による調達コスト削減や安定調達の実現
　②　回収とリサイクル：廃棄予定の設備や製品の再利用による生産・廃棄コストの削減
　③　製品寿命の延長：修理やアップグレード、再販売による使用可能な製品を活用
　④　シェアリング・プラットフォーム：不稼働資産状態の所有物を共有による需要に対応
　⑤　サービスとしての製品：製品を所有せず利用に応じて料金を支払うビジネスモデル

⑷　国連の政策
　国連の動きとして「SDGs」がある。
　SDGs は、2015 年９月に国連で採択された、持続可能でよりよい世界を目指す国際目標である。
経済・社会・環境が抱える課題に対して、17 の目標と、それを達成するための 169 のターゲットを示
している。
　SDGs の 17 の目標の多くでは「CO2 排出」による地球温暖化や気候変動などの環境問題が触れられ
ている。
　サーキュラーエコノミーは、目標 12, 13, 14, 15 と深く関わっている。
①　目標 12 との関係：
　「つくる責任つかう責任」は、持続可能な消費と生産を実現させる。製品をできるだけ長く使い続け
るという点で相性の良い目標といえる。
②　目標 13 との関係：
　「気候変動に具体的な対策を」は、気候変動及びその影響を軽減するための対策をしようという目標
です。廃棄物を出さないことで温室効果ガスの削減ができる。
③　目標 14 との関係：
　「海の豊かさを守ろう」は、海洋汚染の防止や海の資源の管理に関する目標です。年間 800 万トンの
ゴミが海へ流れていることが分かっており、2050 年には海の魚の量を超えると予想されているほど深
刻化しています。設計段階から廃棄物を出さないこと、そして自然システムを再生することが目指され
るため、海洋汚染と海の生態系を保護する。
③　目標 15 との関係：
　「陸の豊かさを守ろう」は、陸の資源を守り、砂漠化を防いで、あらゆる生物が生きられる環境を作
ろうという目標です。これまでの大量生産では、新しい資源を採掘するため大規模な開拓が行われ、生
物の住処が奪われて多くの生き物が絶滅の危機に瀕している。
　既存の資源と資産を循環し使い続けることで、資源の採掘機会を削減して、生態系を守る。
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⑸　日本における取組
　日本では 1999 年、当時の公害問題や環境問題、資源の枯渇問題の解消を目指して、循環経済の道標
となる「循環経済ビジョン」が策定された。
　これをもとにして、日本では、リサイクル（3R）の推進、法整備、廃棄物の削減などが進められてきた。
一定の成果を収めたが、社会・環境問題が多様化する中で EU や国連の動向により循環型経済への移行
が求められることから、2020 年に「循環経済ビジョン 2020」をまとめた。
　「循環経済ビジョン 2020」は、これまで進めてきた 3R などの活動に加えて経済発展と両立していく
ことが強調されており、国際的な市場の確保を目指している（経済産業省「循環経済ビジョン 2020」）。
 
⑹　国内自治体における取組
　経済産業省の予算で、2021 年度は広島県、和歌山県、川内市（鹿児島）、蒲生市（愛知県）が開始している。
　埼玉県では、国の政策に対して県の地域性を考慮したうえで 2019 年度から、カーボンオフセット、
SDGs の政策を行ってきた。2023 年度予算から CE 政策を本格化するために、2022 年度から政策立案
の準備を進めてきた。2023 年度の予算編成に CE を大きな重点項目として県独自の政策を掲げ予算化
を得て 2023 年４月から以下の政策を実行中である。
　なお、2024 年度は 2023 年度の実績を見て継続予算申請をするとのことである。
　これらの 2023 年度予算は、県内の中小企業での CE 政策であり、事前に中小企業に対して質問票調
査を行っている。次章にその内容の一部を紹介する。

６．質問票による調査と結果（埼玉県調査より）
　埼玉県の調査と政策立案を紹介する。県の調査は政策立案におけるバックデータを得ることをも目的
としており、研究を目的としていない。研究目的であれば、先行文献をレビューして、CE の実施にお

□サーキュラーエコノミ―推進事業　〔主担当部署：環境部、産業労働部〕
【環境部】　県内産業の成長と資源の循環利用の推進のため、県内中小企業等によるビジネスモデルの取組支援や、

サーキュラーエコノミーに関する県民の理解促進を図る。
【産業労働部】　サーキュラーエコノミー分野での事業化などに取り組む県内企業を支援するため、企業からの相

談対応やビジネスマッチング支援等を行うワンストップ支援拠点を設置する。
　また、食品残渣の再資源化に関するリーディングモデルを構築する。
　□　サーキュラーエコノミー型ビジネスの創出
　　　複数の県内中小企業等が連携して取り組むビジネスモデルの事業化に対する補助
　□　県有大規模集客施設における実証及び啓発
　　　プロスポーツチーム等との連携による県有大規模集客施設（埼玉スタジアム 2002）におけるペットボトル

等の効率的な分別回収及び・再製品化の実証、サーキュラーエコノミーに関する啓発
　□　ワンストップ支援拠点による支援
　　　「サーキュラーエコノミー推進センター（仮称）」の設置、事業化やビジネスマッチング等を支援するコー

ディネーター・アドバイザーの配置、廃棄物に関する調査に基づく基礎的データベースの構築、サーキュ
ラーエコノミーに関するセミナー・研究会の開催

　□　リーディングモデルの構築

　産業技術総合センター北部研究所を「食の再資源化トライアル拠点」に位置付け機器を整備、食品残さから抽
出した資源を原材料にした商品の開発・ビジネス化支援

表４　埼玉県の CE 政策：2023 年度

出所：埼玉県資料。詳細は埼玉県 HP を参照されたい。
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ける「障壁」と「機会」を特定し、それらを社会、政治、経済、環境、そして技術の観点から分類する。
これらの文献レビューに基づいた質問票の調査となる。とはいえ、今後の研究目的、および政策立案の
双方に参考となると考え、ここに紹介する。
　埼玉県の調査は中小企業向けの CE 政策立案の為であり、県内の中小企業を対象にして質問票が配布

（郵送および電子メール）された。送付先は 800 社（製造業 340 社、非製造業 460 社）で回答は 597 社（製
造業 261 社、非製造業 336 社）であり回答率は 74.6％（製造業 72.5％、非製造業 76.4％）であった。
　業種は製造業が 13 分類で、非製造業は 10 分類である。本調査の前に小規模な調査（送付数 89 社、
回答数 59 社）を行っており業種別の回答数を確保するために業種別の配布数を調整している。ここで
は業種別の分析を紹介するわけでは無いので詳細は省略する。
　配布先の企業データ（業種、従業員数）は既知の企業に配布しているので質問票には含めていない。
質問内容は、問１から問５（表４参照）に問６（自由記述）を加えている。
　問１は CE の「認知度」で、問２は「取組状況」、問３は「取組の具体例」、問４は「障壁」、問５は「解
決策」に該当するといえよう。

　問１　サーキュラーエコノミーの認知度について
　問２　サーキュラーエコノミーへの取組状況について
　問３　具体的な取組内容について（複数回答可）
　問４　サーキュラーエコノミーを推進していく上での課題について（複数回答可）
　問５　サーキュラーエコノミーに取り組む上で期待する支援について（複数回答可）

　各設問は本論の第３章（実施内容）や第４章（障壁と機会）における先行研究を行っていないものの
概ねの項目は本質問票に網羅されている。今後の研究目的、および政策立案の双方に参考となると考え
る所以である。
　表５に質問項目と結果を示す。

問１ サーキュラーエコノミーの認知度について 全業種 製造業 非製造業

1：聞いたことが有り、内容も理解している 104 48 56

2：聞いたことはあるが、内容は分からない 145 63 82

3：聞いたことがない 415 166 82

小計 664 277 387

問２ サーキュラーエコノミーへの取組状況について 全業種 製造業 非製造業

1：取り組んでいる 96 49 47

2：関心はあるが取組に至っていない 154 69 85

3：関心がない 40 18 22

4：分からない 365 137 229

小計 656 273 383

表５　質問票調査と結果
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14：廃棄物の性状に応じたリサイクル手法の選択 72 35 37

15：サーキュラーエコノミーに適合する活動指針の策定 41 21 20

16：サーキュラーエコノミーを推進する部署の設置 17 6 1

17：その他 6 1 5

問 4 サーキュラーエコノミーを推進していく上での課題について（複数回答可） 全業種 製造業 非製造業

1：採算性の見通し・確保 195 104 91

2：仕入先・販路の確保 91 46 45

3：連携先ʻ（仕入先・販路を除く）の確保 53 23 30

4：専門的知識を持つ人材の育成 84 45 39

5：社内で対応する部署・体制の未整備 95 46 49

6：社内の理解・認識向上 160 67 93

7：経営責任者・役員層の理解・認識向上 112 51 61

8：関連情報の収集 112 48 64

9：相談できる窓口の不在 51 21 30

10：関連する規制や法令等の整備 42 21 21

11：何が課題か分からない 222 78 144

12：特に課題は認識していない 106 40 66

13：その他 17 8 3

問 5 サーキュラーエコノミーに取り組む上で期待する支援について（複数回答可） 全業種 製造業 非製造業

1：最新情報の提供やセミナーの開催 226 96 130

2：先進事例の紹介 255 111 144

3：専門的な技術に関する相談支援や専門家派遣 68 34 34

4：環境や省エネ等に関連する法的手続や許認可取得手続等のアドバイス 103 43 60

5：人材の育成に対する支援 73 33 40

6：再資源化製品・再生エネルギー等の利用による優遇制度や認証制度等 148 56 82

7：施設整備や販路拡大等に係る資金繰りや助成等 97 43 54

8：関係企業、国、大学等とのマッチング、橋渡し等の調整的な支援 26 6 20

9：その他 58 21 37

問３ 具体的な取組内容について（複数回答可） 全業種 製造業 非製造業

1：軽量化などリデュース設計 32 23 9

2：リユース・リサイクルに適した設計 51 25 26

3：長期使用可能な製品・サービス設計 46 22 24

4：オーダーメイド型の製品設計による余剰機能の削減 24 13 11

5：再生材などの環境配慮型素材の積極利用 81 37 44

6：生産工程の最適化による生産ロスの削減や端材・副産物の再利用 98 73 25

7：IoT等を活用し、需要に応じた供給を徹底することによる販売ロスの削減 71 33 38

8：リース方式によるメンテナンスまで含めた製品の有効活用 52 16 36

9：IoT によるサービス化を通じた資産の運転効率や稼働率の向上、長期利用の実現 33 18 15

10：シェアリング等を活用した遊休資産の有効活用 24 90 15

11：中古品のリユースやカスケード利用(リサイクルを行う際に、品質劣化に応じて、より品質の
悪い原材料でも許容できる製品に段階的にリサイクルを進めていくこと)

55 23 32

12：製品自主回収等を通じたリサイクルの推進 50 19 31

13：廃棄物の削減 160 77 83

14：廃棄物の性状に応じたリサイクル手法の選択 72 35 37

15：サーキュラーエコノミーに適合する活動指針の策定 41 21 20

16：サーキュラーエコノミーを推進する部署の設置 17 6 1

17：その他 6 1 5

問 4 サーキュラーエコノミーを推進していく上での課題について（複数回答可） 全業種 製造業 非製造業

1：採算性の見通し・確保 195 104 91

2：仕入先・販路の確保 91 46 45

3：連携先ʻ（仕入先・販路を除く）の確保 53 23 30

4：専門的知識を持つ人材の育成 84 45 39

5：社内で対応する部署・体制の未整備 95 46 49

6：社内の理解・認識向上 160 67 93

7：経営責任者・役員層の理解・認識向上 112 51 61

8：関連情報の収集 112 48 64

9：相談できる窓口の不在 51 21 30

10：関連する規制や法令等の整備 42 21 21

11：何が課題か分からない 222 78 144

12：特に課題は認識していない 106 40 66

13：その他 17 8 3

問 5 サーキュラーエコノミーに取り組む上で期待する支援について（複数回答可） 全業種 製造業 非製造業

1：最新情報の提供やセミナーの開催 226 96 130

2：先進事例の紹介 255 111 144

3：専門的な技術に関する相談支援や専門家派遣 68 34 34

4：環境や省エネ等に関連する法的手続や許認可取得手続等のアドバイス 103 43 60

5：人材の育成に対する支援 73 33 40

6：再資源化製品・再生エネルギー等の利用による優遇制度や認証制度等 148 56 82

7：施設整備や販路拡大等に係る資金繰りや助成等 97 43 54

8：関係企業、国、大学等とのマッチング、橋渡し等の調整的な支援 26 6 20

9：その他 58 21 37

問３ 具体的な取組内容について（複数回答可） 全業種 製造業 非製造業

1：軽量化などリデュース設計 32 23 9

2：リユース・リサイクルに適した設計 51 25 26

3：長期使用可能な製品・サービス設計 46 22 24

4：オーダーメイド型の製品設計による余剰機能の削減 24 13 11

5：再生材などの環境配慮型素材の積極利用 81 37 44

6：生産工程の最適化による生産ロスの削減や端材・副産物の再利用 98 73 25

7：IoT等を活用し、需要に応じた供給を徹底することによる販売ロスの削減 71 33 38

8：リース方式によるメンテナンスまで含めた製品の有効活用 52 16 36

9：IoT によるサービス化を通じた資産の運転効率や稼働率の向上、長期利用の実現 33 18 15

10：シェアリング等を活用した遊休資産の有効活用 24 90 15

11：中古品のリユースやカスケード利用(リサイクルを行う際に、品質劣化に応じて、より品質の
悪い原材料でも許容できる製品に段階的にリサイクルを進めていくこと)

55 23 32

12：製品自主回収等を通じたリサイクルの推進 50 19 31

13：廃棄物の削減 160 77 83
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７．調査結果の考察
７．１　埼玉県調査の考察
⑴　問１：CE の「認知度」
　この質問は、CE コンセプトに対する認識のレベルを特定することを目的としている。この用語を聞
いたことがあるかどうかを尋ねたところ、全産業の 62.5% が「聞いたことがない」、21.8% が「聞いた
ことがあるが、内容はからない」と回答している。「聞いたことがあり、内容も理解している」という
回答は全産業で 15.7% にすぎない。
　認知度の低さは、県民対象の調査（埼玉県，2023）でも報告されている。CE に関する認識が一般的
にまだ十分でないことを示している。このことから啓蒙活動の必要性がわかる。

⑵　問 2：CE の「取り組みの有無」
　問２は「取組状況」であるが「取り組みの有無」である。全産業の 55.6% が「分からない」、6.0% が「関
心が無い」、23.4%「聞いたことがあるが取り組みに至っていない」と回答している。「取り組んでいる」
という回答は全産業で 14.6% に過ぎない。問１と合わせてみると少ないながら「聞いたことがあり、内
容も理解している」ところは「取り組んでいる」と理解できる。

⑶　問３：CE の「技術的課題・組織上の課題」
　技術的な課題として、「リデュース設計」、「長期間使用可能な設計」、「再生材の循環利用」、「生産工
程の最適化技術」、「IoT による販売ロス削減」、「製品の有効活用」、「IoT による稼働率向上・長期利用」、

「製品自主回収」、「廃棄物の削減」、「リサイクル手法の選択」などに回答していることから、それなり
に検討しているが解決策を模索していることがうかがわれる。組織面についても、「活動指針の策定」、「部
署の設定」についても同様である。
　
⑷　問４：CE の「課題」
　13 項目ある各項目に対する課題の多さが回答数の多さからうかがい知れる。

⑸　問５：期待する「支援」
　8 項目ある各項目に対する課題の多さが回答数の多さからうかがい知れる。
  県の政策として、支援の専門窓口を埼玉県産業振興公社に設置した（2023. 6. 15）が、ここでの主要
な業務となる。

14：廃棄物の性状に応じたリサイクル手法の選択 72 35 37

15：サーキュラーエコノミーに適合する活動指針の策定 41 21 20

16：サーキュラーエコノミーを推進する部署の設置 17 6 1

17：その他 6 1 5

問 4 サーキュラーエコノミーを推進していく上での課題について（複数回答可） 全業種 製造業 非製造業

1：採算性の見通し・確保 195 104 91

2：仕入先・販路の確保 91 46 45

3：連携先ʻ（仕入先・販路を除く）の確保 53 23 30

4：専門的知識を持つ人材の育成 84 45 39

5：社内で対応する部署・体制の未整備 95 46 49

6：社内の理解・認識向上 160 67 93

7：経営責任者・役員層の理解・認識向上 112 51 61

8：関連情報の収集 112 48 64

9：相談できる窓口の不在 51 21 30

10：関連する規制や法令等の整備 42 21 21

11：何が課題か分からない 222 78 144

12：特に課題は認識していない 106 40 66

13：その他 17 8 3

問 5 サーキュラーエコノミーに取り組む上で期待する支援について（複数回答可） 全業種 製造業 非製造業

1：最新情報の提供やセミナーの開催 226 96 130

2：先進事例の紹介 255 111 144

3：専門的な技術に関する相談支援や専門家派遣 68 34 34

4：環境や省エネ等に関連する法的手続や許認可取得手続等のアドバイス 103 43 60

5：人材の育成に対する支援 73 33 40

6：再資源化製品・再生エネルギー等の利用による優遇制度や認証制度等 148 56 82

7：施設整備や販路拡大等に係る資金繰りや助成等 97 43 54

8：関係企業、国、大学等とのマッチング、橋渡し等の調整的な支援 26 6 20

9：その他 58 21 37

問３ 具体的な取組内容について（複数回答可） 全業種 製造業 非製造業

1：軽量化などリデュース設計 32 23 9

2：リユース・リサイクルに適した設計 51 25 26

3：長期使用可能な製品・サービス設計 46 22 24

4：オーダーメイド型の製品設計による余剰機能の削減 24 13 11

5：再生材などの環境配慮型素材の積極利用 81 37 44

6：生産工程の最適化による生産ロスの削減や端材・副産物の再利用 98 73 25

7：IoT等を活用し、需要に応じた供給を徹底することによる販売ロスの削減 71 33 38

8：リース方式によるメンテナンスまで含めた製品の有効活用 52 16 36

9：IoT によるサービス化を通じた資産の運転効率や稼働率の向上、長期利用の実現 33 18 15

10：シェアリング等を活用した遊休資産の有効活用 24 90 15

11：中古品のリユースやカスケード利用(リサイクルを行う際に、品質劣化に応じて、より品質の
悪い原材料でも許容できる製品に段階的にリサイクルを進めていくこと)

55 23 32

12：製品自主回収等を通じたリサイクルの推進 50 19 31

13：廃棄物の削減 160 77 83

出所：埼玉県調査（2022）より
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７．２　他の調査結果との比較
　先行研究の中で紹介した Kumar et al.（2019）が英国の製造業を対象に行った調査が極めて類似した
ものなので、比較のために紹介する。
　彼らの調査では、CE の社会的、経済的、環境的、技術的、立法上の機会 / 利益に関する質問を行っ
ている。埼玉県の調査では、類似する質問は、問３、問４、問５に含まれている。
　表２、表３に示した障壁と機会の項目に相当する。各設問を、社会、立法、経済、環境、そして技術
に分類して、回答数の多い順にランキングを表６にまとめた。なお、Kumar et al.（2019）には「技術」
を大項目として含めていないので、こちらで修正を加えた。また埼玉県調査で質問していない項目は「―」
としている。
　調査結果は、公衆の環境意識の向上が CE に関連する主な社会的期待であることを示している。CE は、
寿命が尽きた製品も含め、すべての製品の再利用を奨励するため、サプライチェーンへの一般の人々の
関与も必要とされる。
　雇用機会の増加は企業と公共の間のより良い関係は、CE が提供する主要な社会的な利益といえる。
経済的には、持続可能なサプライチェーンと製品の寿命管理によるコスト削減が主な期待効果といえる。
CE とその持続可能な管理と実行により、Park et al. （2010）、Geng et al. （2012）、EMF （2013b）が示
唆しているように、コストを引き下げ、環境ペナルティを回避し、廃棄物の発生を最小限に抑えること
ができる。

表６　CE に対する評価のランク付け
CE に対する評価のランキング 英国調査 埼玉調査

社会的 ランキング 質問番号

公共の環境意識の向上 1 ―

新しいリサイクル事業による雇用機会の増加 2 問５の５

産業部門と地域社会の社会的関係の改善 3 ―

公衆衛生レベルの向上 4 ―

立法権 ランキング 質問番号

環境と健康を保護するための適切な法律の作成 1 問４の10

データ収集、計算、提出に関する標準化 2 ―

廃棄物収集の標準化 3 ―

税額控除 4 問５の６

懲罰制度の形成 5 ―

経済的 ランキング 質問番号

持続可能なサプライチェーン管理によるコスト削減 1 ―

より効果的なライフサイクル管理による新たな収益源の創出 2 ―

廃棄物の販売による収入 3 ―

新市場の創出 4 問４の２

環境 ランキング 質問番号

グリーン製品または環境製品の入手可能性の向上 1 ―

環境汚染の低減 2 ―

有害物質の回避 3 ―

組織とサプライチェーンの回復力 4 ―

技術 ランキング 質問番号

効率と生産性の向上 1 問３の６

高度な設備とハイテク設備 2 問３の６

より良いデザイン 3 問３の３

技術的な専門知識 4 問５の３
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　英国での調査結果は、CE に対する主な社会的障壁として、CE に対する一般の認識と理解の欠如
を述べていることを示唆している。Benton et al. （2015）、Su et al. （2013）、Naustdalslid （2014）、
Winans et al. （2017）、Geng et al. （2009）などのさまざまな研究者だけでなく埼玉県調査でも同じこと
が言える。Benton et al. （2015）で指摘されているように、財政支援メカニズムの欠如がそれに続いて
いる。既存のシステムは線形経済に適しており、CE の期待を満たすことができない。高度な技術と設
備の欠如と不十分な技術力が大きな障壁として取り上げられている。これらは埼玉県調査で調査項目に
入っていないものもあるが同様である。

８．結論
　本研究は、第１章（はじめに）に続いて第 2 章では、CE の定義について要約を提示した。続いて、
第 3 章では CE 実施レベル、第 4 章では CE の「障壁」と「機会」を提示した。第５章では最近の動向
について紹介した。第６章では埼玉県が行った調査について紹介した。調査結果と考察は第７章に提示
したとおりである。ここでは、第８章として本研究の結論をまとめ、限界、意味、および将来の研究の
方向を示すことによって本研究を締めくくる。
　要約すると、主な社会・政治的な「障壁」は、先行研究にある様に CE に関する意識の低さと、その
原則の理解の欠如である。主な経済的障壁は、企業間のコラボレーションが自由に行われないこと、す
なわちサプライチェーンにおける適切なパートナーの欠如と見なされる。環境の観点から、回収された
材料の利用を制限する企業の最大の課題は、現状では不十分な廃棄物資源システムといえる。同じ特性
の観点から CE の「機会」も示唆している。社会・政治の面では、主な期待される機会は、新しい雇用
機会を開拓し、社会と産業の関係を強化することといえる。経済的た機会に関しては、企業は基本的に
持続可能なサプライチェーンと寿命末期の管理によるコスト削減が必要になる。
　本研究の成果は、行政による政策的な議論だけでなく。経営上の意味合いも合わせえ持っている。政
策立案者やトップマネージャーに、より良い意思決定が行われるうえでの参考となると思われる。企業
における CE の広範な展開を妨げているいくつかの障壁を明確にし、それらに対処する方法を見つけよ
うとすることは、自治体だけでなく企業にもおいても避けて通ることはできない。
　CE に関する分析視点の議論は先行研究の中でも、Kumar et al.（2019）に依拠するところが大きい
が可能な限りの修正を加えている。技術面からの障壁と機会は本論での修正点である。
棄物や材料の再利用により、新しい雇用機会を生み出し、経済パフォーマンスを向上させる地元のビジ
ネスネットワークの開発が可能になる。
　埼玉県の調査は政策立案のために行ったものであるが、業種別の考察など詳細分析の余地を残してい
る。なお、CE は現在進行中のものであり、研究課題は今後も増えていくものと考えられる。
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